
令和８年度第１回玉名市行政改革推進懇話会会議録（要約形式） 

 

 
 

議事に関する会議録（質疑応答等）は次のとおりです。 

（凡例）■：行政改革推進懇話会委員 □：事務局 

 

議事（１）第４次玉名市行政改革大綱実行計画の進捗状況について 

 

事務局より、第４次玉名市行政改革大綱実行計画に記載している取組について、

基本施策ごとに進捗状況の報告を行い、それに対して委員から質疑及びご意見をい

ただきました。 

 

【基本施策１】健全な行財政運営の推進 

■  ：管理番号①「税収確保の強化」について、数値目標の達成は「Ｂ」という

評価ですが、状況をもう少し詳しく教えていただけますか。現年分収納率

が 98.47%で、約 1.5%が徴収できていないということだと思いますが、その

要因というのはどのようなことが考えられますか。 

□  ：徴収できなかった要因としては、資力の状況が厳しい方からの徴収が困難

であったことが要因です。現年分を滞納した方は、滞納繰越分として次年

度以降に継続して徴収していくこととなりますが、滞納者の資力が厳しい

状況に変わりはないことから、滞納繰越分収納率も記載の数値となってい

ます。 

■  ：では、その対策というのが令和８年度の取組計画に記載があるようなこと

であると思いますが、それが数値の改善につながっていくのでしょうか。 

□  ：資料に記載のとおり、税だけでなく本市全体として様々な債権を管理する

観点から、債権管理条例制定の協議を進めていきます。その先は、まだ具
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次第 ：１ 開会 

２ 市長挨拶 

３ 委嘱状交付 

４ 会長及び副会長の選出 

５ 会長挨拶 

６ 委員・事務局紹介 

７ 議事 

（１）第４次玉名市行政改革大綱実行計画の進捗状況について 

【基本施策１】健全な行財政運営の推進 

【基本施策２】人材育成による意識変革と組織力の強化 

【基本施策３】ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進 

（２）第５次玉名市行政改革大綱の骨子（案）について 

８ 閉会 



体的な議論が進んでいるものではありませんが、債権管理に特化した部署

の設置の検討をしているところです。 

■  ：管理番号①「税収確保の強化」について、具体的な取組の工程にセルフ収

納機の設置検討とありますが、コンビニやキャッシュレスでの納付が進ん

できている中でも、市の窓口に来られる市民がいるということで、セルフ

収納機が必要という認識でしょうか。 

□  ：現状、市の窓口には税の支払いで一定数の市民が来られており、職員が対

応しています。セルフ収納機を設置した場合、窓口対応にあたる職員の負

担が軽減でき、得られた時間は、滞納整理業務等へ充当することができる

ということで検討をしています。ただし、設置には費用がかかるので、費

用対効果も加味した検討を行う必要があります。 

■  ：コンビニやキャッシュレスの納付件数が増加していることから、力を入れ

てもいいのではないでしょうか。 

■  ：セルフ収納機よりも、コンビニで納付する方が簡単ではないでしょうか。 

□  ：そのような考えもありますが、市の窓口で納付する方が安心感があると考

える市民が一定数いるため、市の窓口にセルフ収納機を設置することを検

討しています。 

■  ：市で納付する安心感は理解できますが、市の窓口にセルフ収納機を設置す

ると、コンビニやキャッシュレスでの納付が進まないのではないでしょう

か。また、設置をした場合には、その操作方法の説明で職員の負担が増加

することも考えられると思います。 

□  ：いただいたご意見を踏まえて、予算化の可否について検討していきたい。  

■  ：キャッシュレスの納付については、決済業者への手数料がかかっていると

思いますが、費用対効果としてはどうでしょうか。キャッシュレスが増加

すれば、決済手数料も相応のボリュームになると思います。 

□  ：ご指摘のとおり、一定の手数料を要するため、職員の人件費と比較して効

果があるのかについては考える必要があります。一方で、市民サービスの

観点から、キャッシュレスという納付手段を提供する側面もあるため、コ

ストの面だけを見て、キャッシュレスの推進を控えるというようなことは、

難しいと考えています。引き続きコストを確認しながら推進していきたい。 

■  ：徴税吏員１担当者あたり約 650 人の滞納者を担当しているとの記載があり、

相当な人数だと思いますが、財力があるにも関わらず、納付に応じない方

など重点的に督促を行う対象者を絞っているのか。 

□  ：対象者を絞っているかは承知していないが、通知や差押えなど適切に実施

しています。 

■  ：優先順位をつけて集中的に督促をかけていくというような効率的に収納率

を向上させる体制づくりに取り組んでほしい。  

□  ：現在、税の徴収については、税務課の一係が督促や差押えを行っています。

仮に、今後債権管理の部署を設置する場合は、税以外の保育料などの債権

管理を一括で担うこととなります。これまでどおり、税の徴収は強化して

いかなければなりませんが、その他の債権の徴収も併せて強化していきた

い。 

■  ：管理番号③-１「ふるさと納税の推進」、管理番号③-２「企業版ふるさと

納税の推進」について、他の自治体の方が玉名市に寄付している金額と玉



名市の方が他の自治体に寄付している金額の差はどれくらいありますか。 

□  ：税額控除の数値を確認する必要があり、現在数字を持ち合わせていないた

め、後日回答させていただきます。 

■  ：管理番号②「使用料、手数料等の見直し」について、令和 7 年度の取組実

績の中に、12 月に方針（案）を行政改革推進本部で説明を行ったが了承を

得ることが出来なかったという記載がありますが、どういったご意見があ

ったのでしょうか。 

□  ：使用料、手数料改定自体に疑義が出たものではなく、細かな内容について

指摘事項があったため、修正を行ったのち了承を得たということです。現

在は各課への周知を行っている状況です。 

 

【基本施策２】人材育成による意識変革と組織力の強化 

■  ：管理番号⑬「時間外勤務の抑制」について、月 45 時間以上の時間外勤務を

した職員の延べ人数について、分母は何人でしょうか。率で示していただ

けると分かりやすい。管理番号⑭「年次有給休暇取得率の向上」も同様に

率で示していただけますか。 

□  ：時間外勤務は延べ数であるが、率で示すとすると職員数が 525 人なので、

約 12％。年次有休休暇取得が 5日未満の職員の割合は約 8％となります。 

■  ：多いですね。私の会社では休暇は完全消化しないといけないですし、月 45

時間以上の時間外勤務も数値としては厳しいと思う。より細かく、対応し

ていかないといけないのではないか。かといって、サービス残業も問題な

ので、仕事のやり方、AI の活用等含めて、根本的なところを取り組んだ方

がいいと思います。 

■  ：管理番号⑪「人員の適正配置」について、採用から 10 年未満のジョブロー

テーションは、対象者が何人でそのうち何人が実施しましたか。 

□  ：その年度に何人実施したかという数値は持ち合わせていませんが、採用か

ら 10年間で 3つの部署を経験できるように、人事配置を行っています。こ

のローテーションは基本的には採用から 10年未満のすべての職員が対象と

なります。 

■  ：庁内の異動ということですか。 

□  ：お見込のとおりで、庁内異動を通じて、ひとつの業務に固定せず、様々な

業務を経験させるというものです。  

■  ：有給休暇の取得が少ない、時間外勤務の多い部署は把握しているのでしょ

うか。おそらく偏りがあるのでは。時間外勤務がほとんどなく、休暇が取

りやすい課もあれば、時間外勤務が非常に多く、休暇が取りにくい課があ

るはず。把握して集中して改善を図っていく必要があるのではないでしょ

うか。 

■  ：職員の予定外の退職の増加につながっているのではないでしょうか。 

■  ：特に若い世代は、休暇が取れないと退職者は増えてくる。 

□  ：総務課が所管であるが、昨年度事務局がどの課の時間外勤務が多いのか、

または何月に多いのかなどの分析を行い、総務課に共有し、各課へ働きか

けていただくよう促している。部署によって、繁忙期でやむを得ない部分

は理解しつつも、特に年間を通して時間外勤務が多い課は改善してもらう

ようお願いしている。 



■  ：これをすることによって、業務の見直し、棚卸しを行うことができる。本

当に必要な業務なのかを見直していく必要があるのではないでしょうか。 

■  ：資料の作成等、切っていかなければならない業務もある。そうしなければ、

業務は減らない。 

■  ：管理番号⑩「スキル向上研修の実施」について、研修の受講人数をもとに

評価は「Ａ」とありますが、研修がいかに身になっているのかという評価

が大事で、今後どのように捉えていくかが課題になると思います。研修を

受講すること自体というより、重要なのはその先、どのように業務に反映

されて、サービス向上につながったのかを見ていくことが重要。そのよう

な評価基準を作るべき。 

■  ：私の会社では、資格取得を推奨していますが、そのような仕組みはありま

すか。 

□  ：玉名市においてはそのような仕組みはありません。 

■  ：評価の基準としては、そのようなものさしが必要なのかもしれない。 

■  ：ひいては、それが人事評価にもつながるのではないかでしょうか。そうい

うものにつなげていかないと無駄な研修になってしまう。  

■  ：数字が明確に出る仕事であれば、数字で評価することができますが、そう

でない場合は、自己啓発等で差をつけてないとつながっていかない。 

□  ：職員がどんな働き方をしていて、どういうふうに感じているかが、今後の

ことを考える基礎データになるはず。何らかのアンケートで、仕事とプラ

イベートのバランスがとれているか、離職の意思、例えば近いうちに辞め

たいと思っているか、３・４年以内に辞めたいと思っているか。選択肢を

用意するなどして、職員が何を考えているかを把握する必要がある。加え

て、残業時間や休暇取得の状況などの基礎データを分析して、人的リソー

スをうまく配分していくことが必要。 

 

【基本施策３】ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進 

■  ：管理番号⑲「ペーパーレス化の推進」について、例えば今日の会議の資料

をペーパーレスでしていただければ、業務も減ると思います。他の委員の

ご意向を聞いて、ペーパーレスにしてはどうでしょうか。 

□  ：次回以降、会議の案内の際にご意向を確認し、問題ない場合は電子資料と

させていただきます。 

■  ：RPAのシナリオは直営でされているのか。 

□  ：業者のサポートを受けながら、直営で行っています。  

■  ：業務の選定は各課の担当に任せているのでしょうか。 

□  ：RPA 導入時にコンサル主導で、業務候補の検証を行ったものを中心に導入

を進めています。また、導入後は随時、各課からの要望を受け、可能なも

のについては導入を行っている。 

■  ：ペーパーレスに関してですが、広報たまなは今後デジタル化される計画は

ありませんか。 

□  ：現時点でそのような検討は行っておりません。現在はホームページには電

子データを掲載しておりますが、紙の広報としても配布している状況です。 

□  ：今のところは、紙の広報も継続する方向性です。 

■  ：将来的にも紙の広報を継続するということでしょうか。 



□  ：将来的には分かりませんが、現時点で何らか検討している状況ではないと

いうことです。所管は地域振興課になりますが、市民が何から情報を得て

いるかを調査したところ、紙の広報たまなが一番多い状況です。  

■  ：それは年齢別にデータがあるのでしょうか。10 年後は紙を必要としている

世代が中心ではなくなるということを見据えて、準備していくことを考え

ていいのでは。配布を行う区長さんの負担もある。実際どれだけ見られて

いるのか。今後は市民が自分から情報を取りにいくというスタイルに変え

ていいのではないかと感じています。費用も毎月相応にかかっているはず。 

□  ：先日の 6 月議会でも話題になっている。広報誌については、高齢の方、デ

ジタルに慣れていない方が多数利用されている状況で、デジタル化を進め

るのはいいが、紙も残してほしいという意見が議員から出ています。ただ、

おっしゃるとおり、時代が変われば、市民の状況も変わってくるので、そ

の際に広報のあり方を見直していく必要があると考えています。 

■  ：どこの自治体でも同じように紙の広報誌を続けられているのでしょうか。 

□  ：多くの自治体では紙の広報誌が残っていると認識しています。玉名市では、

10 年ほど前までは月に 2 回広報誌を発行していましたが、現在は見直して

月 1 回としています。配布する区長さんの負担軽減も図ったところです。

現状廃止というところまではいきませんが、将来的に情報発信のあり方検

討していきます。 

■  ：管理番号⑮「行政手続のオンライン化」について、マイナンバーの取得が

80％程度ということで、休日・夜間の窓口開設などをされていますが、残

る 20％の方に取得してもらう対策や分析をされていれば教えてください。 

□  ：まず、休日・夜間の窓口開設は、月に 1 回予約制で開設をしています。取

得していない方に特別アプローチは行っていません。数値としては全国平

均も 80％程度です。少し前はマイナポイントの付与があったため、力を入

れていた時期もありましたが、現状は大きく保有率を伸ばすのは難しい状

況にあります。 

■  ：これまでやってきているのであれば、今後伸び悩むのではないか。そうで

あればここに労力をかける必要はないのでは。休日・夜間の窓口開設も職

員の方は大変だと思います。あとは自然増というところまできているので

はないでしょうか。 

■  ：更新の時期になっている方もいると思いますが、更新しないと保有率が下

がるということでしょうか。 

□  ：お見込のとおりで、この先数年が更新のピークとなってきます。お勤めの

方などのために休日・夜間の窓口開設は継続していく必要があると考えて

います。 

□  ：今は新規の発行より、更新が多い状況です。 

■  ：保有していない方の構成がどうなっているのか。例えば高齢の方で手続が

できない方であれば、今後もされないのではないでしょうか。 

□  ：マイナンバーカードは必要ないと考える人も一定数いると思われるので、

そこに労力をかけすぎないようにということは考えていきたい。 

■  ：デジタル関係で様々な取組をされていることはよく分かりました。いくつ

かの課が関わっていて、全体を把握して司令塔になるような課はあります

でしょうか。 



□  ：DX の推進という意味では、情報政策課が所管となりますが、行政改革とも

関わりがあるため、企画経営課も一緒に取り組んでいます。 

■  ：一つの課が司令塔になるのは難しいと思いますが、様々な課が関わってい

るので、すり合わせをしながら、現場の負担を軽くするためのデジタル化

なので、現場の負担とならないように工夫をしながら推進していただきた

い。 

 

議事（２）第５次玉名市行政改革大綱の骨子（案）について 

 

事務局より、第５次玉名市行政改革大綱の骨子（案）の報告を行い、それに対し

て委員から質疑及びご意見をいただきました。 

 

■  ：第４次の積み残しの取組について、第５次でも取組として入ってくるもの

もあるかと思いますが、新規の取組と第４次から継続の取組は同じスケジ

ュールで考えていますか。 

□  ：第５次の取組は、前期の４年間は新規の取組も第４次からの継続の取組も

同じスケジュールで考えています。 

■  ：第４次からの継続の取組は、新規と違って、より早く例えばスピード感を

もって、２年間で対応するなど考えてもいいのではないか。 

□  ：ご指摘の点については、策定していく中で、検討していきたい。また、取

組を定めるうえでは、進捗を確認可能な他の手段、例えば行政評価の進捗

管理などと重複がないように、ということも考慮しながら策定していきた

い。 

■  ：第５次の骨子の内容を見ると、第４次と重なる部分は多いと感じます。そ

の意味で継続する取組をどう取り扱うのかを伺ったということです。 

□  ：今回ご説明した大綱の骨子では、目指す姿や基本方針など大きな方向性を

示したものになります。ご指摘のとおり、方向性としては大きく変わらな

いと考えています。そのため、今回大綱としては８年としています。一方

実行計画は４年とし、時代のニーズに合わせて短期間見直しをしていく。

としています。 

■  ：職員のアンケートを確認すると、職場内のハラスメントの数字が気になり

ます。取組を検討する中では、この観点の取組をぜひ考えていただきたい。 

■  ：アンケートで課題がよく見えていると思うので、活かしていただきたい。 

 

 

【その他】 懇話会の今後の開催について 

令和８年度は第５次大綱の策定の年であるため、令和８年度中（令和９年２月予

定）に第２回の懇話会を開催することを確認しました。 

 

以上 


